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令和６年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

 分担研究報告書(自治体肝炎ウイルス検査陽性者対策) 

 

外国籍の陽性者が多い自治体における肝炎ウイルス陽性者の現状と対策 

 

研究分担者：相崎 英樹  国立感染症研究所 ウイルス第二部 

 

A. 研究目的 

世界保健機関（WHO）は、2030 年までにウ

イルス性肝炎を公衆衛生上の脅威から排除す

ることを目指し、包括的な戦略を提唱してい

る。その目標には、B 型および C 型肝炎の新

規感染者数を 90%削減し、肝炎関連の死亡者

数を 65%削減することが含まれる。WHO は、

各国が肝炎の予防、診断、治療において包括

的かつ効果的なプログラムを実施することを

期待している。日本では、地域の実情に応じ

た対策として、地域ごとの「マイクロエリミ

ネーション」を目指している。 

本研究では事前に、東京都内の 3 区および

3 市の肝炎ウイルス陽性者対策の担当者に対

面調査を実施し、東京都の自治体における肝

炎ウイルス陽性者の現状と課題を把握した。

調査の結果、年間 19,400 件の肝炎ウイルス

検査が実施され、241 名の陽性者が確認され

た。しかし、フォローアップが行われたのは

わずか 16 件にとどまった。一方で、医師会

との連携が強い T区では、22名の陽性者のう

ち 13 名（うち外国籍者 10 名〈中国籍〉）が

受診し、相談件数は 73 件に上るなど、比較

的効率的にフォローアップが実施されていた。

本研究では、東京都の自治体においてフォロ

ーアップが困難となる要因を解析する。 

 

B. 研究方法・結果 

1. 東京都 S 区における肝炎対策の現状 

 S 区医師会理事の紹介を受け、S 区における

肝炎対策の現状を調査した。まず、健康増進

として実施されている肝炎ウイルス検査の受

検数および陽性率を調査した。 

 

 
その結果、HBV 陽性者の陽性率は増加傾向にあ

った。 

 

2. S 区における肝炎対策上の問題 

S 区では、肝炎ウイルス陽性者に対し、「フ

ォローアップ同意書」の提出を求めているが、

医療機関への受診につながっていない陽性者

に対しては、調査票を郵送し、受診が必要と

考えられる場合には電話で受診勧奨を行って

いる。また、「フォローアップ同意書」を提

研究要旨：東京都の自治体における肝炎ウイルス陽性者の現状と課題を把握した。S 区で

は外国籍の陽性者の割合は H31-R2 年度ではそれぞれ 35-55％と大きな変化はなかったもの

の、連絡が取れなかった外国籍の人の割合は 20 代（100％）、40 代（71.4％）、50 代

（66.7％）、70 代以上（100％）と顕著の多く、外国籍の陽性者がフォローアップの障害

になっているものと考えられた。そこで、地方自治体で、在留外国人が多い市町村ランキ

ングで上位に位置する静岡県 H 市において、外国籍陽性者の肝炎対策への影響を調査し

た。外国人の B型および C型肝炎の陽性率は日本人と比較して年によっては 18.5倍および

7.0倍と著しく高いことが明らかとなった。しかし、過去 3年間の外国籍陽性者数は B型肝

炎 1～3名、C型肝炎 0～1名と少なく、日本人陽性者数（B型肝炎 10～13名、C型肝炎 5～

6 名）と比較しても低い水準が続いていた。以上ことから、日本人と外国籍住民を分けて

調査を実施することで、外国籍住民が多い自治体でも実態の把握と対応の効率化が可能で

あると考えられた。 
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出していない陽性者に対しては、専門医療機関

の受診案内を含む保健指導を電話で実施してい

る。しかし、2 回電話をかけても連絡が取れな

い場合はフォローアップを終了している。 

 
S 区のフォローアップの問題点を解析するた

めに、陽性者、特に外国籍の陽性者について詳

細に検討を行った。平成 31年度から令和 3年度

までの 3 年間における陽性者（11～15 名）のフ

ォローアップ同意率を調査したところ、6.7％、

27.3％、35.7％と年々増加していた。一方、外

国籍の陽性者の割合はそれぞれ 46.7％、54.5％、

35.7％と大きな変化はなかったものの、連絡が

取れなかった者の割合は高く、特に外国籍の陽

性者において顕著であった。具体的には、20 代

（100％）、40 代（71.4％）、50 代（66.7％）、

70 代以上（100％）と、年代に関係なく外国籍

の陽性者が高い割合を占めていた。なお、外国

籍の陽性者の大部分は中国籍であった。 

 

3. 東京都 M 区における肝炎対策上の問題 

M 区の肝炎対策担当者に面会し、陽性者への

対応についてヒアリングを実施した。その結果、

M 区では肝炎ウイルス陽性者の大部分が外国籍

者であるものの、同区は多くの本社が集積する

地域であり、比較的裕福な陽性者が多い。その

ため、陽性者自身が医療機関を受診する傾向が

強く、特別な対応は行っていないとのことであ

った。また、M 区では肝炎対策よりもがん検診

の対策に重点を置いているという見解が示され

た。 

今回の調査対象である T区、S区、M区はいず

れも外国籍住民が多い地域であり、在留外国人

が多い市町村ランキングでは、それぞれ全国 8

位、2 位、13 位に位置していた（2024 年度）。

東京都は人口が多い特殊な環境であるため、こ

の影響を除外するために、地方において外国籍

住民が多い地域でも同様の解析を実施した。 

4. 静岡県 H 市における外国籍の陽性者の肝

炎対策に与える影響 

在留外国人が多い市町村ランキングで全国

47 位に位置する静岡県 H 市において、外国籍

陽性者の肝炎対策への影響を調査した。分析

対象は、2018 年から 2022 年における肝炎ウイ

ルス検査受検者数および陽性者数・陽性率で

ある。 

 

 
調査の結果、外国人の B型および C型肝炎の

陽性率は日本人と比較して著しく高いことが

明らかとなった。特に、B 型肝炎の陽性率は日

本人の 18.5 倍、C 型肝炎の陽性率は 7 倍に達

する年もあった。 

 

 
受検者の国籍別分析では、B 型・C 型肝炎と

もにブラジル人の受検者数が最も多かった。 
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一方、外国人陽性者数については、B 型肝炎

では中国籍の者が最も多く確認された。 

 

 
日本人を含めた肝炎フォローアップ事業の同

意者数は、B 型肝炎で年間 3～7 名、C 型肝炎で

1～2 名であった。しかし、専門医療機関への受

診が確認できた者は、B型・C型肝炎ともに年間

0～2 名と非常に少なかった。 

 

C. 考察 

東京都 S 区においては、肝炎ウイルス陽性者

のうち外国籍、特に中国籍の割合が高く、フォ

ローアップの過程で意思疎通が困難な連絡不応

者が多いことが問題となっていることが判明し

た。一方、地方自治体である静岡県 H 市では、

外国籍住民の割合が高いものの、過去 3 年間の

外国籍陽性者数は B 型肝炎 1～3 名、C 型肝炎 0

～1 名と少なく、日本人陽性者数（B 型肝炎 10

～13名、C型肝炎 5～6名）と比較しても低い水

準が続いていた。このことから、日本人と外国

籍住民を分けてフォローアップを実施すること

で、実態の把握と対応の効率化が可能であると

考えられる。 

また、ニュース等において「日本の医療保険

制度を利用するための外国人入国の増加」が問

題視されている（例：NHK『クローズアップ現

代』2018年 7月 23日放映）。東京都 T区や S区

では、日本語による受診・受療勧奨が行われて

いるが、これは入国間もない外国人への勧奨

を抑制する点では一定の有用性があるものの、

外国人差別とならないよう十分に配慮する必

要がある。そのため、外国人へのフォローア

ップの拡大には慎重な対応が求められる。 

 

D. 結論 

外国籍住民の増加に伴い、東京都のように

外国人が多い自治体では肝炎ウイルス検査の

陽性率が下がりにくく、さらに受診・受療勧

奨の実施も困難になりつつある。陽性者数を

日本人と外国籍住民に分けて把握することで、

より正確な実態の把握が可能となると考えら

れる。また、受診・受療勧奨においては、外

国籍住民に対して差別とならないよう十分に

配慮しながら進める必要がある。 

 

E. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

日本では、地域の実情に応じた肝炎対策と

して、地域ごとの「マイクロエリミネーショ

ン」を推進している。しかし、外国籍住民の

多い自治体においては、差別とならないよう

に配慮しつつ、外国籍住民と日本人の陽性者

数を分けて把握することで、実態に即した対

策の策定が求められる。 

 

F. 研究発表 

1. 発表論文 

なし 

 

2. 学会発表 

なし 

 

3. その他 

啓発活動 

1) 感染研一般公開：厚労省コラボ企画「知

って肝炎」クイズ 10 月 5日感染研戸山庁舎 

 

G. 知的所有権の出願・取得状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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